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１．はじめに 

 

2011年の東北地方太平洋沖地震では，東京湾沿岸部や

利根川下流域などの埋立地で広範囲にわたって液状化現

象が発生し，ライフライン施設や家屋などに大きな被害

を与えた．また，今後，高い確率での発生が懸念されて

いる南海トラフ地震や首都直下型地震では，甚大な下水

道管路被害が予想されている．これらを受け，液状化に

よる影響を防止，軽減するための対策が早急に求められ

ている．しかし，下水道における液状化対策は途につい

たばかりであることから，対策効果や実績等に関する情

報が少ない．そのため，下水道に関しては，対策をどの

程度施したら効果はどの程度得られるといった定量的な

データがなく，施工者の経験に基づいた施工がなされて

いる場合が多く，一律な技術的評価ができていないのが

現状である．これらのことから，下水道の液状化対策工

法の効果を定量的に評価することは，効率的かつ経済的

に行う上で非常に重要であるといえる． 

 現在の下水道における液状化対策を大別すると，地盤

に対策を施して発生を防止する「発生防止対策」，構造物

に対策を施して被害を軽減する「被害軽減対策」がある

¹⁾．本研究では，前者の中でも，地盤中に砕石柱を造成し

地震時に発生する過剰間隙水圧を消散させる工法である

砕石ドレーン工法について実験と解析の両面から評価を

行う．その上で，対策により得られる効果を定量的に評

価し，効率的かつ経済的な液状化対策工法の提案を行う

ことを本研究の目的とする． 

 

２．模型振動台実験による検討 

 

砕石ドレーン工法の過剰間隙水圧消散効果を確認す

ることを目的に，模型振動台実験を行う．模型マンホー

ルは直径 60mm，長さ 250mm の塩化ビニル管を使用す

る．マンホールの蓋を再現するために，上部と下部にア

クリル板を取り付ける．砕石ドレーン部分には砕石 7号

を使用する．今回，砕石を投入する際に 各ケースにステ

ン平織金網を使用することとした．その理由としては，

中野らの研究²⁾から，目の細かな囲い網を設置すること

で液状化発生時の砕石部への砂の流入を防ぎ，砕石の目

詰まりによる排水効果の減少を防ぐ効果が期待できるこ

とが分かっているためである．また，液状化によってマ

ンホールが確実に浮上するように比重を1.0に設定する．

なお，地盤と模型マンホールの条件設定は表 1に示す通

りである．  

今回，砕石ドレーンの設置方法は，図1に示すように

設置位置を変化させて模型マンホール深さの「100%」，

「上から 50%」，「下から 50%」，「上から 75%」の計 4パ

ターンについて検討を行うこととする． 図 2は，砕石ド

レーン工法の実験装置の平面図と側面図を示したもので

ある． 

実験概要として，振動台上にアクリル製土槽（幅

800mm×奥行 600mm×高さ 600mm）を設置し，その中

に模型地盤を作製して振動実験を実施する．模型地盤は

珪砂7号を用いて水中落下法により作製する層厚400mm

の軟弱な飽和地盤で，地下水位は地表面とした．また，

水圧計，加速度計，レーザー変位計の設置位置は図 2に

示す通りであり，計測項目は，模型マンホールの応答加

速度（A1），地盤の応答加速度（A2），入力加速度（A3），

地盤内の過剰間隙水圧（P1~P5），模型マンホールの鉛直

方向変位量（D1），そして，模型マンホールの浮上量であ

る．入力波は振動数 5Hzの正弦波，最大加速度を 120gal

とし，加振時間を 30秒とする． 

 

表 1 模型想定値 

 

 

実物（想定） 模型 縮尺
幅 16m 800mm
奥行 12m 600mm
高さ 12m 600mm
長さ 5m 250mm
直径 1200mm 60mm
重さ 1200kg 0.6kg 1/2000

地盤

マンホール

項目

1/20



 

図 1 砕石ドレーンの設置パターン 

 

  

 

 
図 2 実験概要図 

 

３．解析による検討 

 

まず，実験結果との整合性を確かめる．次に，実スケ

ールでの地盤の挙動を確かめるためることで重点的に対

策を施さなければいけない箇所を明らかにすることを目

的に解析を行う． 解析に使用するプログラムとしては，

液状化による構造物被害を予測する FLIP ROSE （Finite 

Element Analysis Of Liquefaction Process Response Of Soil-

Structure Systems During Earthquakes）と可視化ソフトであ

るMicroAVS（Micro Advanced Visual System）である． 

解析手順としては，FLIP ROSEにより出力された構造

データ及び変位，加速度，ひずみ，応力の各時間断面デ

ータをMicroAVSによって図化する．  

 

４．対策効果に関して 

 

前述したとおり，本研究の目的は対策工法を施すこと

によって得られる効果を定量的に評価することである．

そのためには，まず，「対策効果」とは何かを定義する必

要がある．現在，対策効果の判断基準としては，無対策

のマンホールに比べたときの液状化時の浮上防止効果の

有無としている．日本下水道協会の下水道の地震対策マ

ニュアルによると，通行障害の目安として緊急措置実施

目安の判断基準が示されている（表 2）．  

そこで，本研究では，対策効果をマンホール浮上の有

無だけで判断するのではなく，表 2を参考にマンホール

が浮上した際に，緊急車両の通行を阻害するかどうかと

いう被害程度にも着目して，マンホールの浮上量を対策

効果判断基準とする． 

 

表 2 被害程度の分類の目安³⁾ 
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